
自動販売機設置事業者公募 募集要項 

福岡県立大牟田北高等学校 

 

自動販売機の設置・運営を目的とする県有財産（土地の一部）の貸付の相手方を公募（一般競争入札）により

募集します。 

 公募に参加される方は、この募集要項をよく読み、各記載事項を承知した上で参加してください。 

 

１ 入札に付する事項 

（１）貸付物件 

名   称 所在地 貸 付 箇 所  貸付面積 
設置 

台数 
最低貸付料  

福岡県立 

大牟田北高等学校

敷地の一部 

大牟田市 

吉野５５５ 

渡廊下①(食堂北・屋外) 約２.７㎡ ２台 １，０５０，０００円 

(４２月間の総額) 渡廊下②(食堂北・屋外) 約１.３㎡ １台 

  ※貸付面積には、使用済み容器回収ボックス及び転倒防止板設置部分・放熱余地を含む。 

  ※別紙「位置図・配置図」を参照。 

 

（２）貸付期間 

   令和８年４月１日から令和１１年９月３０日まで（４２月間（３年６月間）※更新なし 

 

（３）用途 

   自動販売機（飲料）、（飲料・栄養補助食品）、（軽食（パン等。パン以外は学校と協議すること。））の設置・

運営に限るものとします。 

 

（４）貸付料等 

  ア 貸付の単位は、（１）記載のとおり 

  イ 貸付料は、落札金額とし、令和８年度から１０年度は当該年度分（落札金額×１２月／４２月）を、令

和１１年度は当該年度分（落札金額×６月／４２月）を４月３０日までに納付していただきます。 

  ウ 光熱水費相当額及び売上手数料相当額は貸付料に含みますので、別途納付する必要はありません。 

エ 自動販売機の設置及び撤去に要する工事費、移転費及び維持管理費その他必要とされる一切の経費は設

置事業者の負担とします。 

 

（５）自動販売機の仕様及び管理運営上の遵守事項 

   別添「仕様書」のとおりとします。 

   ※各自動販売機の販売商品は、仕様書の２（３）販売商品及び販売価格のアに示しています。販売商品に

よって自動販売機の仕様が異なりますので注意してください。 

 

２ 入札参加資格 

  入札に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たす必要があります。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定する一般競争入札に参加させ

ることができない者又は同条第２項各号に掲げる者のいずれにも該当しない個人又は法人であること 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２項に規定する暴力

団、及び同法同条第６号に規定する暴力団員ではないこと 

   また、これら暴力団及び暴力団員と、社会的に非難されるような関係を有していないこと 

（３）暴力団及び暴力団員等の依頼を受けて入札に参加しようとする者ではないこと 

（４）自動販売機の設置・運営業務について、３年以上の実績を有する者であること 

（５）下記３により、あらかじめ入札への参加申込をした者であること 

 



３ 入札参加申し込み 

  入札に参加しようとする者は、事前に入札参加申込書等の配布を受け、受付期間内に必要な書類を提出する

必要があります。 

 

（１）入札参加申込書等の配布期間、受付期間及び配布・受付場所 

入札参加申込書等の配布期間 入札参加申込書等の受付期間 受付場所 

令和８年２月９日（月）から 

令和８年２月１６日（月）まで 

※土・日曜日、祝祭日を除く 

９：００～１２：００、 

１３：００～１７：００ 

※県ホームページからダウンロード可 

令和８年２月９日（月）から 

令和８年２月２０日（金）まで 

※土・日曜日、祝祭日を除く 

９：００～１２：００、 

１３：００～１７：００ 

 

 

福岡県立大牟田北高等学校 

事務室 

 

TEL ０９４４―５８－００１１ 

 

（２）提出書類 

 提出書類 法人 個人 

① 入札参加申込書 ○ ○ 

② 誓約書 ○ ○ 

③ 商業・法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） ○  

④ 住民票  ○ 

⑤ 印鑑登録証明書（①、②が署名の場合は提出不要） ○ ○ 

⑥ 役員等一覧 ○ ○ 

⑦ 自動販売機設置の実績を証明する書類（任意様式） ○ ○ 

⑧ 設置する自動販売機のカタログ（外観及び仕様が確認できるもの） ○ ○ 

  ※③、④、⑤については、発行後３ヶ月以内のもの（写し可）とする。 

 

（３）提出方法 

   申込書受付期間内に、上記受付場所へ直接持参又は郵送（配達記録が残るもの）にて、提出してください。 

 

（４）入札参加資格の確認 

   入札参加申込があったときは、入札参加資格の有無について確認し申込者に通知します。  

   なお、設置予定の自動販売機が１(５)に定める仕様に適合しないと認められる場合は、入札参加申込者に対

し、機種変更を指示する場合があります。また、仕様等に関する質問は電子メールにて提出してください。

※ 電子メールアドレス  oomutakita-h@pref.fukuoka.lg.jp 

 

４ 入札 

（１）入札書の提出期限及び場所 

    提出期限：令和８年３月１２日（木）１７時００分まで 

場  所：福岡県立大牟田北高等学校 事務室 

※入札書提出にあたっての注意事項 

  ア 集合入開札は行わないので、入札参加資格確認通知書が届き次第、入札書は直接持参又は郵送（配達記

録が残るもの）にて、期限までに提出してください。なお、３月１０日（火）、１１日（水）は入学者選抜

業務のため、持参による提出は受け付けません。 

イ 入札書を直接提出する場合は、封筒に入れ密閉の上割印し、かつ封皮に氏名（法人の場合はその名称又

は商号）、入札件名《福岡県立大牟田北高等学校自動販売機設置場所に係る一般競争入札》、開札日、入札

書在中の旨（以下「必要事項」という。）を朱書きしてください。 

  郵送により入札書を提出する場合は、二重封筒とし、上述の封筒を更に別の封筒に入れ、再度封かんし、

かつ封皮に必要事項を朱書きしてください。 

 

（２）入札保証金 



ア 入札に参加するに当たっては、入札保証金として、入札見積金額（４２月分）の１００分の５以上の現

金を持参してください。なお、現金以外の納付を希望される場合は、事前にご連絡ください。 

入札保証金は、落札されなかった方には、入札終了後に返還します。落札者には、契約保証金に充当す

る場合のほか、契約締結後に返還します。 

イ 次の場合は入札保証金が免除されます。 

・保険会社との間に県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額の１００分の５以上）を締結し、そ

の証書を提出する場合。なお、保険期間は令和８年３月２５日（水）までとする。 

・地方自治法施行令第１６７条の５及び同令第１６７条の５の２の規定に基づきその資格を有する者（福

岡県競争入札参加資格者名簿登載者）で、開札の日から過去２年以内に、本県若しくは本県以外の地方公

共団体又は国（独立行政法人等を含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件）したことを証する書面を

提供する場合 

 

（３）入札保証金又は入札保証金免除を証する書類の提出期限 

  ア 入札書を郵送する場合 

    令和８年３月１１日（水） 

  イ 入札書を持参する場合 

    令和８年３月１２日（木） 正午まで。 

なお、３月１０日（火）、１１日（水）は入学者選抜業務のため、持参による提出は受け付けません。 

 

（４）入札方法等 

  ア 入札書は、直接持参又は郵送（配達記録が残るもの）にて提出してください（集合入開札は行いません。）。 

  イ 代理人により入札するときは、必ず「委任状」を提出してください。 

  ウ 入札書に記載する金額は、「契約期間中の総額（４２月分）」としてください。 

  エ 提出された入札書は、その事由の如何にかかわらず、書き換え、引き換え又は撤回することはできませ

ん。 

 

（５）無効な入札 

   次の各号の一に該当する入札は無効とします。 

  ア 入札参加資格を有しない者がした入札 

  イ 公正な入札を妨げるなど入札に際し不正行為のあった入札 

  ウ 同一の入札について、二以上の意思表示をした入札 

  エ 入札書の金額、氏名、法人の名称又は代表者名が確認し難い物、その他主要な事項が確認できない入札 

  オ 入札保証金が上記４(２)に定める金額に達しない入札 

  カ 担当職員の指示に従わない者がした入札 

 

５ 落札者の決定 

（１）開札の期日及び場所 ※集合ではありません 

   日時：令和８年３月１３日（金）１１時００分 

   場所：福岡県立大牟田北高等学校  

 

（２）落札者の決定 

ア 県が定める最低貸付料以上で最高の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とします。ただし、同

価格の入札により落札者が２者以上あるときは、「くじ」により落札者を決定します。また、開札の結果落

札者がないときは、地方自治法施行令第１６７条の８第４項の規定により、再度の入札を行います。 

  イ 落札者が決定した場合、落札者名及び落札金額を入札者全員にお知らせします。また、落札者名、落札

金額等について、公表することがありますので、あらかじめご承知ください。 

 

６ 契約 

（１）契約の締結 

  ア 契約書は別紙のとおりとし、落札者は、令和８年３月２５日（水）までに、記名・押印の上、３(１)の場



所に提出してください。 

  イ 落札者が契約を締結しない場合は、当該落札は効力を失うものとします。この場合においては、納入済

の入札保証金は返還せず、県に帰属します。 

  ウ 契約締結前に、福岡県暴力団排除条例に基づく誓約書及び印鑑登録証明書（入札参加申込時に提出済の

場合は不要）を提出するものとします。 

 

（２）契約保証金 

ア 落札者は、契約締結と同時に、契約保証金として契約金額（落札金額）の１００分の１０以上の額を納

付しなければなりません。 

イ 納入済の入札保証金を契約保証金の一部に充当することができます。 

ウ 契約保証金は、貸付料の納入が遅延した場合においてこれに充当するほか、貸付に伴う一切の損害賠償 

に充当します。 

エ 契約保証金は、契約期間が満了し、貸付物件の原状回復を確認後、借受人（落札者）の請求に基づき利 

息を付さずに返還します。 

オ 次の場合は契約保証金の納付を免除します。 

・保険会社との間に、県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の１００分の１０以上）を締結し、

その証書を提出する場合。 

・地方自治法施行令第１６７条の５及び同令第１６７条の５の２に規定する入札に参加するのに必要な資

格を有する者（福岡県競争入札参加資格者名簿登載者）と契約を締結する場合において、過去２年以内

に本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人等を含む）との同種・同規模の契約を履

行（２件）したことを証する書面を提供する場合。 

 

７ その他 

（１）現地（設置箇所）確認 

   各設置箇所を確認したい場合は、学校開庁時間（土・日・祝日及び３月９日～１１日を除く８：３０から

１７:００まで）に事務室で来校受付を済ませ、現地を確認してください。ただし、生徒の授業等の妨げにな

らないようお願いします。 

 

（２）その他 

  ・本要項に定めのない事項は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号）及び福岡県財務規則（昭和３９年福岡県規則第２３号）の定めるところによるものとします。 

・貸付場所における売上本数及び売上実績額は、次回公募時の募集要項の参考データとして公表します。 

 

※ 参考データ 

１  本校の特色 

本校は定時制課程の単位制高等学校であり、各生徒は授業を選択し受講する。授業は、９時から２０時５０分の間

で実施されている。Ⅲ部（主に夜間）在籍者は給食あり。令和７年度計画の授業日数は１３９日、登校日数は１９０日 

 

２  本校の職員数及び生徒数（令和７年度） 

    職員    約  ５０人    生徒数   約 ２５０人 

 

３ 売上本数及び売上実績額（令和５～６年度の平均） 

（１）①－１（飲料）             ①－２（飲料・栄養補助食品） 

     ・売上本数：  ６，８４５本／年   ・売上本数：  ５，９４６本／年 

     ・売上実績：８７１，０１５円／年   ・売上実績：７６０，３８０円／年 

  （２）②（パン） 

     ・売上本数：  ３，０６６個／年 

     ・売上実績：４３６，７７０円／年 

  



仕様書 

自動販売機の仕様及び管理運営上の遵守事項 

 

１ 自動販売機の仕様 

（１）大きさ 

   設置面積（使用済み容器回収ボックス及び転倒防止板設置部分・放熱余地を含む）は、「位置図・平面図」

において示す各設置箇所の設置範囲に収まる大きさとし、高さは２ｍ以内とすること。 

（２）デザイン 

   ・塗装色については特に指定しないが、側面等に県及び関係団体の PR 用ポスターを貼付する場合があり

ます。 

（３）環境対策 

   自動販売機３台のうち、２の（３）アで示している「飲料のみ」の 1台については、いわゆる「低ＧＷＰ

冷媒・ヒートポンプ機」とすること。 

  ア 省エネルギー 

    ・「ヒートポンプ」技術を採用した機種であること。 

・併せて、「ゾーンクーリング」、「照明の自動点滅・減光」、「学習省エネ」、「真空断熱材」、「ピークカッ

ト」、「LED照明」等の消費電力量の低減に資する技術を採用していること。 

  イ 地球温暖化防止 

    冷媒・断熱材発泡剤等に、フロン又は代替フロン(HCFC 類、HFC 類)を使用していないこと。（いわゆ

る「低ＧＷＰ冷媒」。代替フロンは温室効果ガスのため不可。） 

  ※ なお、自動販売機のうち2台（＝「飲料及び栄養補助食品抱き合わせ販売の自販機」1台と「軽食（パン

等）」1台）については、ア及びイの条件を満たさなくてもよいこと。 

 （４）その他 

   ・各種キャッシュレス決済が利用可能であること。 

・監視カメラ機能がある場合は、データ管理を含め学校と協議すること。     

 

２ 自動販売機の設置及び管理運営上の遵守事項 

（１）設置 

   自動販売機の設置に当たっては、安全対策として、ＪＩＳ規格及び業界自主基準に準拠した転倒防止措置

を講じること。 

（２）管理運営 

  ア 食品衛生について、商品販売に必要な営業許可を受けるとともに、関係法令及び業界自主基準を遵守し、

衛生管理に万全を期すること。 

  イ 商品の補充、売上金の回収、釣り銭の補充等は設置事業者が行うとともに、常に商品の賞味期限等に注

意し、適切な在庫・補充管理を行うこと。 

  ウ 使用済容器の回収ボックスは、原則として自動販売機1台に1個以上の割合で貸付面積を超えない範囲

で設置し、設置事業者の責任で適切に回収、リサイクル及び設置場所周辺の清掃を行うこと。また、回収

ボックスから使用済容器が溢れたりすることがないよう、適切な維持管理を行うこと。 

エ 商品の搬入・廃棄物の搬出等を行う時間及び経路については、学校の指示に従うこと。 

  オ 自動販売機の故障、問い合わせ及び苦情等については、設置事業者の責任において対応するとともに、

自動販売機本体に故障時の連絡先を明記すること。 

カ 自動販売機を設置・運営する権利を第三者に譲渡又は転貸することはできません。  

（３）販売商品及び販売価格 

  ア 販売商品は、自動販売機3台のうち、渡廊下①の1台は飲料（清涼飲料水、乳飲料等）、１台は飲料及び

栄養補助食品の抱き合わせ販売（飲料の商品化率が全体の 70％以上であること）、渡廊下②の 1 台は軽

食用（パン等。パン以外は学校と協議すること。）とし、酒類は販売しないこと。 

  イ 飲料の容器は、缶、ペットボトル、ビン、紙パック等の密閉式とすること。（カップ式は不可） 

  ウ 販売価格は、標準小売価格を超えないこと。 


